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平成 25 年１月 23 日  

各  位 

株 式 会 社 ヒ ッ プ

代 表 取 締 役 社 長  田  中  吉  武

 （コード番号：２１３６） 

問い合せ先 常 務 取 締 役 米 山 正 雄

電 話 番 号 ０４５（３２８）１０００

 

 

株式会社コスメックスの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は平成25年１月23日開催の取締役会において、株式会社コスメックスの株式を取得し子会社化する

ことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

当社はお客様の開発パートナーとして技術、設計、開発、生産技術部門等での機械設計、電子設計、ソ

フトウェア開発の技術サービスを提供するアウトソーシング事業を展開しております。生涯技術者として

活躍する技術者を育成し、高い技術力でお客様のニーズにお応えする開発・設計のプロフェッショナル集

団として、業界の長期安定と社員の永続的成長を図り、技術を通じ社会に貢献してまいりました。また、

プロフェッショナル集団としての観点から、今後の更なる成長・事業拡大のために、かねてより様々な検

討を行ってまいりました。このような状況の中、より中長期的な成長が期待できるヘルスケア分野への進

出を目的に、株式会社コスメックスの株式を取得し、子会社化することを決議いたしました。 

株式会社コスメックスは 2000 年の創業以来、SMO（Site Management Organization：治験施設支援

機関）業務に携わり、製薬会社が開発している新薬の臨床試験を実施する医療機関を支援する事業を行っ

ております。これまでに、製薬会社・医療機関・治験コーディネーターの皆様に向けて次の 3 つのキーワ

ード（①「少施設多症例治験」による新薬開発期間短縮への貢献、②被験者の皆様が安心して新薬開発試

験にご参加していただけるよう支援、③治験コーディネーターのキャリアアップによる生涯価値の向上）

の実現を目指して事業を展開してまいりました。 

当社は、これまでの輸送用機器・電気電子機器・ソフトウェア等の製品開発・設計のプロフェッショナ

ルとして提供している技術サービスに加えて、新薬開発過程における医療機関に対するプロフェッショナ

ルな支援サービスを通して、今後特に成長が見込まれる医療・介護・健康増進等のヘルスケア分野へ進出

いたします。今回の株式取得は、プロフェッショナル集団として質の高い高付加価値なサービスを展開し

ていくことで、更なる企業価値向上並びに社会に貢献することを目指し、今後の中長期的な企業基盤の強

化を目的と考えております。 
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2. 異動の方法 

 当社は、譲受予定日を平成 25 年 2 月 4 日として、株式会社コスメックスの発行済株式 390 株のうち、

390 株のすべてを取得し、株式会社コスメックスは連結子会社となる予定です。なお、本件株式取得資金

につきましては、自己資金の充当を予定しております。 

 

 

3. 異動する子会社（株式会社コスメックス）の概要 

（１） 名 称 株式会社コスメックス（Cosmex Co.,Ltd） 

（２） 所 在 地 東京都新宿区西新宿 3－2－11 新宿三井ビルディング二号館 16 階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  林 一郎 

（４） 事 業 内 容 ＳＭＯ事業（治験施設実施支援機関） 

（５） 資 本 金 18 百万円（2012 年 12 月 31 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 2000 年 1 月 12 日 

（７） 大株主及び持株比率 アント・ケアビジネス 2号投資事業有限責任組合 76.92％ 

林 一郎                   23.08％ 

資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関

係はありません。 

（８） 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関

係はありません。 

  取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関

係はありません。 

  関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当

事者には該当しません。 
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4. 株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 アント・ケアビジネス 2号投資事業有限責任組合 

（２） 所 在 地 東京都千代田区平河町 2丁目 16 番 15 号 

（３） 設 立 根 拠 等 投資事業有限責任組合契約に関する法律 

（４） 組 成 目 的 ヘルスケア関連（介護関連）業界特化型ファンド 

（５） 組 成 日 2008 年 8 月 28 日 

（６） 出 資 の 総 額 34 億円 

（７） 出 資 者 ・ 出 資 比 率 

・ 出 資 者 の 概 要 

（先方における守秘義務契約のため詳細は非開示） 

名 称 アント・キャピタル・パートナーズ株式会社

所 在 地 東京都千代田区丸の内１－２－１ 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 尾﨑 一法 

事 業 内 容 未公開株式等への投資業務、および投資事業

組合の運営管理業務 

（８） 業務執行組合員の概要ⅰ 

（アント・キャピタル・パ

ートナーズ株式会社及びＡ

ＣＡ株式会社が共同運営し

て お り ま す 。 ） 

資 本 金 3,086,945,965 円 

 ⅱ 名 称 ＡＣＡ株式会社 

  所 在 地 東京都平河町 2丁目 16 番 15 号 

  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 東 明浩 

  事 業 内 容 上場株式及び非上場株式に対する投資

業務および投資事業組合の運営管理業

務 

  資 本 金 189,816,000 円 

（９） 上 場 会 社 と 当 該 上場会社と当該フ 当社並びに当社の関係者及び関係会社から当

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 22年４月期 平成23年４月期 平成24年４月期 平成 24年 10月期

（ご参考・６ヶ月）

純 資 産 87,367 千円 103,608 千円 39,019 千円 79,312 千円

総 資 産 134,822 千円 242,281 千円 210,783 千円 238,582 千円

1 株 当 た り 純 資 産 242,686 円 287,800 円 108,386 円 220,311 円

売 上 高 166,933 千円 178,157 千円 124,259 千円 149,017 千円

営 業 利 益 19,911 千円 25,793 千円 △70,321 千円 38,851 千円

経 常 利 益 20,976 千円 26,308 千円 △71,042 千円 38,069 千円

当 期 純 利 益 7,417 千円 16,240 千円 △55,310 千円 38,069 千円

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
20,603 円 45,113 円 △153,639 円 105,747 円

1 株 当 た り 配 当 金 0 円 42,000 円 0 円 0 円
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ァンドとの間の関

係 

該ファンドへは直接・間接問わず出資はあり

ません。また、当社並びに当社の関係者及び

関係会社と当該ファンドの出資者（原出資者

を含む。）との間に特筆すべき資本関係・人

的関係・取引関係はありません。 

上場会社と業務執

行組合員との間の

関 係

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引

関係はありません、また、当社並びに当社の

関係者及び関係会社と当該ファンドの業務執

行組合員並びに当該ファンドの業務執行組合

員の関係者及び関係会社との間には、特筆す

べき資本関係・人的関係・取引関係はありま

せん。 

フ ァ ン ド と の 間 の 関 係 

上 場 会 社 と 国 内

代理人と間の関係

当社と当該国内代理人との間には、記載すべ

き資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、当社並びに当社の関係会社及び関

係会社と当該国内代理人並びに当該国内代理

人の関係者及び関係会社との間には、特筆す

べき資本関係・人的関係・取引関係はありま

せん。 

※上記投資組合以外に、林一郎氏から現物株式 90 株を取得予定です。（ちなみに、林一郎氏が保有し

ていた新株予約権 30 個については、平成 25 年 1月 23 日付けで行使されております。） 

 

5. 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株 

（所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 390 株 

 (議決権の数：390 個) 

(発行済株式数に対する割合：100.0%) 

（取得価格：20,670 万円） 

（３） 異動後の所有株式数 390 株 

(議決権の数：390 個) 

(発行済株式数に対する割合：100.0%) 

（４） 取得価額の算定根拠 取得価額は、公正性・妥当性を確保するため、独立した第三者による

DCF 法に基づき算定された企業価値を勘案し、今後の収益性を検討した

うえで算定しております。 
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6. 譲渡の日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 25 年 1月 23 日 

（２） 株 式 譲 渡 契 約 締 結 平成 25 年 1月 24 日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 期 日 平成 25 年 2月 4日（予定） 

 

7. 今後の見通し 

本件株式取得により、当該会社は当社の連結子会社となります。今後の業績への影響は現在精査中で

あり、影響が認められる場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


